
独立行政法人 農林漁業信用基金（非特定） 

 

所在地  東京都千代田区内神田１－１－12 コープビル 

電話番号 03－3294－4481 郵便番号 101－8506 

ホームページ http://www.affcf.com/ 

根拠法  独立行政法人農林漁業信用基金法（平成 14 年法律第 128 号） 

主務府省 財務省大臣官房政策金融課、大臣官房文書課（評価委員会庶務） 

     農林水産省経営局金融調整課、経営局保険監理官、林野庁林政部

企画課、水産庁漁政部水産経営課、水産庁漁政部漁業保険管理官、

大臣官房文書課（評価委員会庶務） 

設立年月日 平成 15 年 10 月１日 

沿 革  昭 41.8 農業信用保険協会      

      昭 38.10林業信用基金              昭 62.10農林漁業信用基金 

      昭 49.10 中央漁業信用基金        

      昭 39.12 漁業共済基金      

      昭 27.9 農業共済基金 平 12.4 統合 

          平 15.10 独立行政法人農林漁業信用基金 

目 的 １．農業信用基金協会が行う農業近代化資金等に係る債務の保証、

漁業信用基金協会が行う漁業近代化資金等に係る債務の保証等につき保険

を行うこと、農業信用基金協会及び漁業信用基金協会の業務に必要な資金

を融通すること並びに林業者等の融資機関からの林業（林業種苗生産業及

び木材製造業を含む。）の経営の改善に必要な資金の借入れ等に係る債務を

保証することにより、農林漁業経営等に必要な資金の融通を円滑にし、も

って農林漁業の健全な発展に資することを目的とする。２．上記のほか、

農業災害補償法（昭和 22 年法律第 185 号）に基づき、農業共済団体等が行

う保険事業等に係る保険金等の支払に関して必要とする資金の貸付け等の

業務を行い、及び漁業災害補償法（昭和 39 年法律第 158 号）に基づき、漁

業共済団体が行う漁業共済事業等に係る共済金等の支払に関して必要とす

る資金の貸付け等の業務を行うことを目的とする。 

 



業務の範囲 １．農業信用保証保険法（昭和 36 年法律第 204 号）第３章第１

節の規定による保証保険を行うこと。２．農業信用保証保険法第３章第２

節の規定による融資保険を行うこと。３．農業信用基金協会の農業信用保

証保険法第２条第３項に規定する農業近代化資金等に係る保証債務及び同

法第８条第１項第２号に掲げる保証債務の額を増大するために必要な原資

となるべき資金並びにその履行を円滑にするために必要な資金の貸付けを

行うこと。４．次に掲げる資金で政令で定めるものを、当該出資者である

林業者等（①に掲げる資金については、その者が森林組合等である場合に

は、その直接の構成員となっている林業者等を含む。）が融資機関から借り

入れること（当該政令で定める資金に充てるため手形の割引を受けること

を含む。）により当該融資機関に対して負担する債務の保証及び林業・木材

産業改善資金助成法（昭和 51 年法律第 42 号）第 17 条の規定による債務の

保証を行うこと。 ①出資者である林業者等（その者が森林組合等である

場合には、その直接の構成員となっている林業者等を含む。）がその林業の

経営のために必要とする資金で当該経営の改善に資すると認められるもの 

②出資者である森林組合等がその直接の構成員となっている林業者等に対

しその林業の経営に必要な資金で当該経営の改善に資すると認められるも

のを貸し付けるために必要とする資金 ③出資者である森林組合等がその

直接又は間接の構成員となっている林業者等にその林業の経営に必要な資

材を供給するために必要とする資金 ５．中小漁業融資保証法（昭和 27 年

法律第 346 号）第３章第１節の規定による保証保険を行うこと。６．中小

漁業融資保証法第３章第２節の規定による融資保険を行うこと。７．漁業

信用基金協会の中小漁業融資保証法第２条第３項に規定する漁業近代化資

金等に係る保証債務及び同法第４条第１項第２号に掲げる保証債務の額を

増大するために必要な原資となるべき資金並びにその履行を円滑にするた

めに必要な資金の貸付けを行うこと。８．前各号に掲げる業務に附帯する

業務を行うこと。９．農業災害補償法第 142 条の８の規定により行う業務

及び漁業災害補償法第 196 条の３に規定する業務を行うこと。 

 （業務の特例） 上記の業務のほか、当分の間、林業経営基盤の強化等の

促進のための資金の融通等に関する暫定措置法（昭和 54 年法律第 51 号）



第６条に規定する業務を行うものとする。 

財務及び予算の状況 

＜資本金＞ １９５，５４５百万円 

＜国有財産の無償使用＞ なし 

＜予算計画＞                      （単位：百万円） 

 
区  別 

中期計画予算 

（平成 25～29 年度） 
平成 25 年度予算 

収

入 

受入事業交付金 

政府補給金受入 

政府出資金 

地方公共団体出資金 

民間出資金 

事業収入 

運用収入 

借入金 

その他の収入 

計 

8,373 

671 

2,900 

50 

76 

667,489 

7,420 

357,079 

144  

1,044,201 

4,073 

65 

580 

10 

15 

137,384 

1,590 

71,971 

29 

215,718 

支

出 

事業費 

一般管理費 

うち直接業務費 

  管理業務費 

  人件費 

計 

1,040,343 

9,151 

1,408 

1,247 

6,496 

1,049,494 

206,959 

1,790 

300 

266 

1,223 

208,749 

＜短期借入金の限度額＞ 中期目標期間中の短期借入金は、農業災害補償関

係勘定において１，２２０億円、漁業災害補償関係勘定において１１０億円

を限度とする。 

 

組織の概要 

＜役員＞ （理事長・定数１人・任期４年）堤 芳夫 （副理事長・定数 1

人・任期４年）平尾 豊德 （理事・定数５人以内・任期２年）塚本 和男、

稲田 進、石井 亮一、津元 賴光、成子 隆英 （監事・定数２人・任期２

年）、泉澤 和行、米村 公雄 

＜職員数＞ １０７人（常勤職員１０３人、非常勤職員４人） 



＜組織図＞ 

理事長   副理事長   理事   総括調整役・参事 

                  企画調整室    企画推進課 

             システム管理課 

監事        総務部 総務課 

                       人事課 

                         経理総括課 

                         経理業務課 

     監理室 

          農業管理室   調査企画課 

          農業第一部   審査役 

                          保険・融資課 

          農業第二部   審査役 

                         審査管理課 

                   共済部      農業共済課 

                         漁業共済課 

                  林業管理室    業務推進課 

                  林業部      保証課 

                  林業管理・査定室 管理課 

                  漁業管理・融資室 業務推進課 

審査課 

                  漁業部      保険課 

                       

                  

 

 



 

 

 

中期目標 

第１ 中期目標の期間 

信用基金の中期目標の期間は、平成25年４月１日から平成30年３月31日までの５年間とする。 

 

第２ 業務運営の効率化に関する事項 

１ 事業の効率化 

① 事業費（保険金、代位弁済費、回収奨励金、求償権管理回収助成及び求償権回収事業委託費）

については、中期目標の期間中に、平成24年度比で５％以上削減する。この場合、経済情勢、国

際環境の変化、災害の発生、法令の変更等外的要因により影響を受けることについて配慮する。 

② 農業・漁業信用保険業務及び林業信用保証業務については、「第４ 財務内容の改善」に記載

している引受審査の厳格化等、モラルハザード対策の取組を着実に実施する。 

③ 共済団体等に対する貸付業務については、信用基金の貸付けがセーフティネットであることを

踏まえ、大災害時等の緊急的な対応を除き、信用基金から共済団体等に対して、民間金融機関か

ら融資を受けるよう促す。 

④ 林業寄託業務については、貸付枠の縮減及び民間からの長期借入方式から政府の出資方式への

段階的な移行について、着実に実施する。 

⑤ 農業信用保険業務及び漁業信用保険業務の対象資金については、「民でできることは民で」と

いう考え方を踏まえつつ、引き続き、検討を行う。 

２ 信用リスクに応じた保証・保険料率の導入 

農業信用保証保険業務について、借入者の信用リスクに応じた保証・保険料率の中期目標期間内

の速やかな導入に向けて、検討する。 

３ 業務運営体制の効率化 

①  業務の質や量に対応した組織体制・人員配置の見直しを行い、業務運営の効率化を行う。 

②  職員の能力の向上を図るため、各種研修を効果的に実施する。 

４ 経費支出の抑制 

① 業務の見直し及び効率化を進め、一般管理費（人件費、租税公課及び特殊要因により増減する

経費を除く。）については、中期目標の期間中に、平成24年度比で 15％以上抑制する。 

② 人件費（退職手当及び法定福利費を除く。また、人事院勧告を踏まえた給与改定部分を除く。）

については、政府における総人件費削減の取組を踏まえつつ、適切に対応する。 

③ 給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し、手当を含め役職員給与の在り方に

ついて厳しく検証した上で、対国家公務員地域・学歴別指数（地域・学歴別法人基準年齢階層ラ

スパイレス指数）が中期目標期間中は、毎年度100を上回らない水準とし、給与水準の適正化に

取り組むとともに、検証結果や取組状況を公表し、国民に対して納得が得られる説明を行う。 

５ 業務実施体制の強化 

内部統制の実施状況について、監事監査の重点事項として監査を受けた上で、その結果等を踏ま

えてガバナンスを改善するとともに、業務実施体制の強化のため、次の事項を実施する。 

① 内部監査の充実 

業務の適正化を図るため、信用基金の各業務を横断的に監査する内部監査体制を充実・強化

する。 

② 内部統制機能の強化 

ア 業務の適正な執行を図るため、コンプライアンス委員会において外部の有識者の専門的知見

を活用するなどコンプライアンス（法令等遵守）への取組を充実・強化する。 

イ 業務の適正化を図るため、事務リスク自主点検等事務改善への取組を着実に実施する。 

ウ 役職員に対して、目標管理を取り入れた適切な人事評価を定着させるとともに、その業績及

び勤務成績等を給与・退職金等に確実に反映させることにより業務遂行へのインセンティブ

を向上させる。 

③ 評価・分析の実施 



 

事業ごとの厳格かつ客観的な評価・分析を四半期毎に実施し、その結果を着実に業務運営に

反映させる。 

④ 情報セキュリティに配慮した業務運営の情報化・電子化に取り組み、業務運営の効率化と情報

セキュリティ対策の向上を図る。 

６ 情報システムの整備 

主要な情報システムについて、コストの削減、調達における透明性の確保及び業務運営の効率

化・合理化を図る観点から、システムの改善に努める。 

７ 調達方式の適正化 

調達に係る契約については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」(平成21年11

月17日閣議決定)及び国における取組（「公共調達の適正化について」（平成18年８月25日付け財

計第2017号財務大臣通知））等を踏まえ、次の事項を着実に実施する。 

① 随意契約見直し計画に基づき、一般競争入札等（競争入札及び企画競争・公募）を着実に実施

する。 

② 契約監視委員会及び契約審査委員会の活用等により、一般競争入札等が真に競争性・透明性が

確保される方法により実施されているか等契約の適正な実施を図る。 

③ 随意契約見直し計画を踏まえた取組状況をウェブサイトに公表し、フォローアップを実施す

る。 

④ 監事及び会計監査人による監査において、入札・契約の適正な実施についてチェックを受ける。 

 

第３ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

信用基金は、国の政策の重点化に適切に対応しつつ、かつ、農林漁業を取り巻く経済的な状況の

変化、災害その他の突発的な事象により緊急の対応が必要となる場合があること等も踏まえつつ、

利用者のニーズに的確に対応して質の高いサービスを提供する必要がある。このため、国民一般の

理解が得られるよう留意しつつ、以下の点を踏まえて効率的、自律的な業務運営を行うものとする。 

１ 事務処理の迅速化 

利用者の手続面での負担の軽減を図るため、次の事項を実施し、事務処理の迅速化を図る。 

① 保険引受審査・保険金支払審査、納付回収金の受納、貸付審査等の業務内容に応じ、利用者の

利便性の向上に資する観点から、標準処理期間内に案件の85％以上を処理する。また、保険金の

支払審査、代位弁済の実行等に係る標準処理期間を５％以上短縮する。 

  なお、標準処理期間等の見直しに当たっては、経費の増大を招かないようにする。 

② 基金協会等関係機関との間で、保険引受審査、保険金支払審査等に係る情報の共有、意見調整

を着実に行う。 

③ 専決権限の弾力化、意思決定や業務処理の方法の見直しを行う。 

２ 国民一般や利用者に対する情報開示の充実及び利用者の意見の反映 

① 信用基金の業務の必要性、役割及び農林漁業者の事業活動への効果や成果について、国民一般

や利用者を対象に、図表なども含めて分かりやすい形で幅広く周知するなど情報開示の充実を促

進する。 

② 信用基金の財務内容等の一層の透明性を確保する観点から、決算情報・業務内容等に応じた適

切な区分に基づくセグメント情報の開示を徹底する。 

③ 信用基金の利用者の意見募集を幅広く定期的に行い、業務運営に適切に反映させる。 

④ 特定独立行政法人に準じ、その職員の勤務時間その他の勤務条件を公表するよう努める。 

 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

信用基金が行う業務は、我が国農林漁業の健全な発展を図るという政策的な見地から、安定的か

つ継続的に実施されることが必要な業務であるため、健全な財務内容の確保が必要不可欠である。 

このため、信用基金は、長期的に収支均衡とすることを旨として、中期目標期間の最終年度まで

に勘定ごとに単年度の業務収支の黒字を目指すこととし、以下の点を踏まえて効率的、自律的な業

 

 



 

務運営を行うものとする。この場合、経済情勢、国際環境の変化、災害の発生、法令の変更等外的

要因を受けることについて配慮する。 

１ 適切な保険料率・保証料率・貸付金利の設定 

① 保険料率・保証料率については、適正な業務運営を行うことを前提として、農林漁業の特性を

踏まえつつ、リスクを勘案した適切な水準に設定する。 

その際、制度資金の政策効果の発揮や農林漁業者の負担増加にも配慮しつつ、引き続き、業

務収支の状況や保険事故等の発生状況の実態を踏まえ、毎年度、料率算定委員会において保険料

率・保証料率の水準を点検し、必要に応じて、保険料率・保証料率の見直しを行う。なお、林業

信用保証業務については、業務収支の黒字を目指し、代位弁済率の低減を図るとともに、保証料

収入について中期目標期間終了時までに平成24年度比で1.6%の増を目指す。 

② 基金協会及び共済団体等に対する貸付金利については、貸付目的､市中金利等を考慮した適切

な水準に設定する。 

２ 引受審査の厳格化等 

① 農業信用保険業務及び漁業信用保険業務において、基金協会の保証要綱等の制定・改正に伴う

協議を実施する。また、大口保険引受案件及び大口保険金請求案件の事前協議を引き続き実施す

るとともに、審査を厳格化する観点から、事故率の高い資金等を中心に、事前協議対象を拡大す

る。 

② 林業信用保証業務においては、財務状況の的確な判断等による審査の厳格化、木材関係団体を

通じた優良事業体への保証利用促進の働きかけ等による優良保証の確保、金融機関との情報共有

の取組を講ずるほか、債務保証先の財務状況のフォローアップの在り方について専門家を交えた

経営診断・指導等を引き続き実施する。また、中期目標期間中に部分保証を拡充するなど、収支

均衡に向けて引き続き取り組む。 

３ モラルハザード対策 

① 農業信用保険業務及び漁業信用保険業務について、金融機関におけるモラルハザード防止の観

点から、農漁業者の負担や国庫負担の増加を避けることに留意しつつ、部分保証やペナルティー

方式（代位弁済時等に一定額を金融機関が負担する方式）などモラルハザード防止対策に関して、

導入効果を検証の上、引き続き実施するとともに、部分保証の拡充に関しても検討し、必要に応

じて実施する。 

② 林業信用保証業務について、中期目標期間中に部分保証を拡充するなど、収支均衡に向けた取

組を実施する。 

４ 求償権の管理・回収の強化等 

回収実績の向上と経費の効率化を図るため、基金協会との連携を強化するほか、債権回収業者

（サービサー）等の活用による回収策については、費用対効果を検証の上、回収委託基準の明確化

等を実施する。また、保険料・保証料・貸付金利息を確実に徴収する。 

５ 代位弁済率・事故率の低減 

２及び３の取組により、中期目標期間中に保証契約・保険契約を締結した案件については、林業

信用保証業務においてはその代位弁済率を2.94％以下とし、また、基金協会の代位弁済が保険事故

となる農業信用保険業務にあってはその事故率を0.12％以下、漁業信用保険業務にあってはその事

故率を1.15％以下とする。この場合、代位弁済率・事故率は、経済情勢、国際環境の変化、災害の

発生、法令の変更等外的要因により影響を受けることについて配慮する。 

６ 基金協会及び共済団体等に対する貸付け 

基金協会及び共済団体等に対する貸付けについては、引き続き適正な審査を行うとともに、その

回収については、確実に徴収するものとする。 

７ 農業融資資金業務 

農業融資資金業務については、「平成23年度決算検査報告」（平成24年11月２日会計検査院から

国会及び内閣宛て報告）を踏まえ、農業信用基金協会がその機能を十分に発揮できることを前提と

してもなお不要と見込まれると指摘された額（123億８千３百万円）については、農業信用基金協

 

 



 

会の業務運営への影響を考慮しつつ、国庫に納付する。 

 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

長期借入金の条件 

独立行政法人農林漁業信用基金法（平成14年法律第128号）第17条第１項（漁業災害補償法（昭

和39年法律第158号）第196条の11第１項又は林業経営基盤の強化等の促進のための資金の融通等に

関する暫定措置法（昭和54年法律第51号）第７条の規定により読み替えて適用する場合）の規定に

基づき、信用基金が長期借入金をするに当たっては、市中の金利情勢等を考慮し、極力有利な条件

での借入れを図る。 

 

 



貸借対照表

平成25年3月31日現在 （単位：円）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

　　　現金及び預金 27,229,663,744

　　　有価証券 31,428,287,319

　　　前払費用 11,057,160

　　　未収収益 295,877,412

　　　未収金 1,682,510,820

　　　短期貸付金 49,262,257,500

　　　その他の流動資産 2,401,322

 流動資産合計 109,912,055,277

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　　　建物 238,378,573

　　　　　減価償却累計額 △ 124,123,110 114,255,463

　　　　構築物 1,695,970

　　　　　減価償却累計額 △ 760,475 935,495

　　　　車両運搬具 3,711,590

　　　　　減価償却累計額 △ 1,720,039 1,991,551

　　　　工具器具備品 61,859,026

　　　　　減価償却累計額 △ 27,341,474 34,517,552

　　　　土地 881,000,000

有形固定資産合計 1,032,700,061

　２　無形固定資産

　　　　ソフトウェア 107,008,915

　　　　電話加入権 390,000

無形固定資産合計 107,398,915

　３　投資その他の資産

　　　　投資有価証券 89,079,135,214

　　　　長期貸付金 34,872,152,000

　　　　敷金・保証金 16,000,000

　　　　寄託金 36,498,546,561

　　　　求償権 9,010,209,275

　　　　　求償権償却引当金 △ 8,505,361,791 504,847,484

その他の資産 3,500,000

投資その他の資産合計 160,974,181,259

 固定資産合計 162,114,280,235

Ⅲ　保証債務見返

　　　短期保証債務見返 28,581,287,839

　　　長期保証債務見返 27,394,252,809 55,975,540,648

 保証債務見返合計 55,975,540,648

328,001,876,160

科　　　　　　目 金　　　　　　　　額

資産合計

【農林漁業信用基金】



（単位：円）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

　　　１年以内返済予定長期借入金 2,926,000,000

  　　未払金 2,026,156

　　　預り金 6,698,277

  　　未払費用 20,396,079

  　　仮受金 4,355,000

  　　前受収益 112,603,680

　　　引当金

　　　　賞与引当金 66,992,430

　　　　保証債務損失引当金 3,894,781,098 3,961,773,528

　　　政府事業交付金 24,274,636,041

　　　支払備金 1,364,653,433

 流動負債合計 32,673,142,194

Ⅱ　固定負債

      長期借入金 6,129,000,000

      長期前受収益 384,472,348

　　　引当金

　　　　退職給付引当金 2,222,644,692

　　　　保証債務損失引当金 3,304,789,906 5,527,434,598

  　　責任準備金 3,824,502,811

 固定負債合計 15,865,409,757

Ⅲ　保証債務

　　　短期保証債務 28,581,287,839

　　　長期保証債務 27,394,252,809 55,975,540,648

 保証債務合計 55,975,540,648

104,514,092,599

（純資産の部）

Ⅰ　資本金

　　　政府出資金 160,439,261,096

　　　地方公共団体出資金 5,173,910,000

　　　民間出資金 29,932,073,851

 資本金合計 195,545,244,947

Ⅱ　資本剰余金

　　　政府交付金 11,501,525,279

　　　特別出えん金 301,720,000

 資本剰余金合計 11,803,245,279

Ⅲ　利益剰余金 16,139,293,335

223,487,783,561

328,001,876,160

純資産合計

負債純資産合計

科　　　　　　目 金　　　　　　　　額

負債合計



損益計算書

自　平成24年4月1日　至　平成25年3月31日　 （単位：円）

経常費用

　事業費

　　保険事業費

　　　保険金 6,477,558,795

　　　保険料払戻金 31,531,842

　　　回収奨励金 21,753,000

　　　求償権管理回収助成 27,884,000

　　　支払備金繰入 283,652,579 6,842,380,216

　　保証事業費

　　　求償権償却損失 667,270,194

　　　求償権売却損 19,273,301

　　　求償権回収事業費 13,825,107

　　　求償権償却引当金繰入 1,463,988,624 2,164,357,226

      　　事業費合計 9,006,737,442

　一般管理費

　　　役員報酬 115,152,611

　　　職員給与 696,805,046

　　　法定福利費 103,931,955

　　　調査研究費 5,974,938

　　　保険計算事務費 5,805,441

　　　委託業務費 496,988

　　　事業推進費 79,434,524

　　　保証事業管理費 24,634,041

　　　業務管理費 24,925,773

　　　事務諸費 211,074,406

　　　賞与引当金繰入 66,992,430

　　　退職給付引当金繰入 265,235,000

　　　減価償却費 57,316,762

 　　     一般管理費合計 1,657,779,915

　財務費用

　　　支払利息 62,166,056

　　　有価証券売却損 39,015,000

 　　     財務費用合計 101,181,056

　雑損 11,414

　経常費用合計 10,765,709,827

科　　　　　　目 金       　　　　　額



（単位：円）

経常収益

　事業収入

　　保険事業収入

　　　保険料収入 4,567,812,542

　　　回収金収入 3,668,372,114

　　　違約金収入 3,084,599

　　　助成金見合納付金収入 6,066,200

　　　支払備金戻入 434,227,391

　　　政府事業交付金収入 1,978,673,407

　　　責任準備金戻入 534,927,516 11,193,163,769

　　保証事業収入

　　　保証料収入 555,683,473

　　　違約金収入 398,154

　　　償却債権取立益 26,677,578

　　　保証債務損失引当金戻入 2,593,643,275

　　　政府事業交付金収入 1,055,424,352 4,231,826,832

　　貸付事業収入

　　　貸付金利息 60,988,633

　　　政府事業交付金収入 59,618,000 120,606,633

      　　事業収入合計 15,545,597,234

　政府補給金収入 61,917,086

　財務収益

　　　受取利息 3,368,205

　　　有価証券利息 1,494,342,419

　　　有価証券売却益 9,360,000

　　　　　財務収益合計 1,507,070,624

　雑益 8,966,816

　経常収益合計 17,123,551,760

経常利益 6,357,841,933

臨時損失

　固定資産除却損 852,747

　臨時損失合計 852,747

当期純利益 6,356,989,186

前中期目標期間繰越積立金取崩額 13,951,330

当期総利益 6,370,940,516

科　　　　　　目 金       　　　　　額
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